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連結株主資本等変動計算書
（2024年12月１日から2025年11月30日まで） (単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

当期首残高 500,000 41,095 2,097,078 △9,021 2,629,152

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △29,899 △29,899

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 72,318 72,318

自 己 株 式 の 取 得 △224 △224

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 − − 42,419 △224 42,194

当期末残高 500,000 41,095 2,139,497 △9,245 2,671,347

(単位：千円)
その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証
券評価差額金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括
利益累計額合計

当期首残高 579,091 9,349 588,440 3,217,593

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △29,899

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 72,318

自 己 株 式 の 取 得 △224

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 98,240 △23,264 74,976 74,976

当 期 変 動 額 合 計 98,240 △23,264 74,976 117,171

当期末残高 677,331 △13,915 663,416 3,334,764
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連 結 注 記 表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項

子会社は１社であり連結しております。
連結子会社名 ダイヤス化成㈱

２．持分法の適用に関する事項
（1）関連会社は１社であり持分法を適用しております。

関連会社名 ㈱友進商会
（2）㈱友進商会は決算日が連結決算日と異なるため、当該会社の事業年度に係る計

算書類を使用しております。
３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は連結決算日と一致しております。
４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準および評価方法

有価証券
その他有価証券
市場価格のない
株式等以外のも
の

……時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定）を採用しておりま
す。

市場価格のない
株式等

……移動平均法による原価法を採用しております。

デリバティブ…………時価法を採用しております。
棚卸資産………………移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し
ております。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産
（リース資産除く）

…………定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ３〜45年
機械装置及び運搬具 ４〜８年
その他 ３〜15年

無形固定資産
（リース資産除く）

…………定額法を採用しております。ただし、自社利用のソフ
トウェアについては社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法によっております。
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リース資産……………リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定
額法を採用しております。

（3）重要な引当金の計上基準
貸倒引当金……………債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

（4）退職給付に係る会計処理の方法
退職給付見込額の期間帰属方法……退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連

結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、
給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異、過去勤務費用
の費用処理方法

……過去勤務費用については、その発生時における使用人
の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による
定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生
時における使用人の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ
発生の翌連結会計年度より費用処理しております。

（5）重要な収益及び費用の計上基準
当社グループは、塗料事業において顧客に対して塗料等を製造販売しており、

顧客との販売契約に基づき、商品又は製品を引き渡す義務を負っております。
商品及び製品の販売に係る収益は、約束した財が顧客に移転した時点で、顧客
が当該財に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることに
より、当該財の引渡時点で収益を認識しております。
ただし、商品又は製品の国内の販売において、出荷時から当該商品又は製品

の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、重要性
等に関する代替的な取扱いを適用し、出荷時点で収益を認識しております。
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（会計方針の変更に関する注記）
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022
年10月28日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期
首から適用しております。
法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正について

は、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税
効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年
10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(２)ただし書きに
定める経過的な取扱いに従っております。
また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上

繰り延べる場合の連結計算書類における取扱いの見直しに関連する改正について
は、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しております。
なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。

（表示方法の変更に関する注記）
（連結損益計算書）

前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「固定資産
除却損」（前連結会計年度451千円）は、金額的重要性が増したため、当連結会計
年度より独立掲記しております。

（会計上の見積りに関する注記）
繰延税金資産の回収可能性
（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（千円）
当連結会計年度

繰延税金資産 1,208
（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社及び連結子会社は、当連結会計年度末における繰延税金資産の回収可
能性についての判断にあたり、会計上の見積りを行っております。
①算出方法
将来の事業計画により算出した課税所得見込に基づき、繰延税金資産の回

収可能性について判断しております。
②主要な仮定
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課税所得の見積りの基礎となる将来の事業計画における主要な仮定は、過
去の実績に基づく将来の収益予測であり、市場環境の状況等を勘案しており
ます。
以上の見積りの結果、当連結会計年度において連結計算書類に計上した繰

延税金資産については、上記のとおりであります。
③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
翌連結会計年度以降、事業環境の悪化などの要因により、実際の課税所得

が見積りと異なった場合には、当社及び連結子会社の繰延税金資産の金額に
影響する可能性があります。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 4,347,700千円
２．担保に供している資産

有 形 固 定 資 産 1,111,772千円
投 資 有 価 証 券 248,820千円

計 1,360,592千円

上記に係る債務の金額 1,977,551千円

３．保証債務
三井物産ケミカル株式会社の
売掛債権に対する保証額 17,927千円

４．連結会計年度末日満期手形
連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済

処理をしております。なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったた
め、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれております。

受 取 手 形 22,235千円
電 子 記 録 債 権 119,453千円
支 払 手 形 9,471千円
電 子 記 録 債 務 163,059千円
設備関係支払手形
（流動負債 その他） 7,150千円

設備関係電子記録債務
（流動負債 その他） 17,030千円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度末日における発行済株式の種類および総数

普通株式 1,000,000株

２．剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円） 基 準 日 効 力 発 生 日

2025年２月21日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 29,899 30 2024年11月30日 2025年２月25日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計
年度となるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円） 基 準 日 効 力 発 生 日

2026年２月20日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 43,849 44 2025年11月30日 2026年２月24日

― 7 ―

2026年01月21日 16時32分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



（金融商品に関する注記）
１. 金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針
当社グループでは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資

金調達については銀行等金融機関からの借入による方針です。
デリバティブ取引は外貨建取引の為替変動リスクを回避するためにのみ利用

し、投機目的による取引は行わない方針です。
② 金融商品の内容及びそのリスクならびにリスク管理体制
営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに

晒されています。主な取引先の信用状況を把握してリスクの低減を図っており
ます。
投資有価証券である株式は市場価格の変動リスクに晒されていますが、定期

的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況などを把握し、市況や取引先企業
との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、その支払期日が１年

以内となっております。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入

金は主に長期運転資金に係る資金調達です。借入金は金利の変動リスクに晒さ
れております。
また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、月次に資金

繰り計画を作成するなどの方法により流動性リスクを管理しております。
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２. 金融商品の時価等に関する事項
2025年11月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含ま
れておりません（（注2）をご参照ください）。

連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

投資有価証券 1,167,993 1,167,993 −
資産計 1,167,993 1,167,993 −

長期借入金（注3） 1,375,628 1,373,690 △1,937
負債計 1,375,628 1,373,690 △1,937

（注1）現金及び預金、受取手形、電子記録債権、売掛金、支払手形及び買掛金、
電子記録債務、短期借入金については、現金であること、及び短期間で決
済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略
しております。

（注2）市場価格のない株式等
区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 14,771

（注3）１年以内返済予定長期借入金を含めて表示しております。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応

じて、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場に

おいて形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に
関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のイ
ンプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した
時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した
時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、そ
れらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位
が最も低いレベルに時価を分類しております。
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(１)時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分 時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券
株式 1,167,993 − − 1,167,993

資産計 1,167,993 − − 1,167,993

(２)時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分 時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 − 1,373,690 − 1,373,690
負債計 − 1,373,690 − 1,373,690

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で
取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

長期借入金
変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映することから、時価は帳

簿価額とほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿価額によっております。固
定金利によるものは、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想
定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、その時価をレベル
２の時価に分類しております。
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（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報
当連結会計年度（自 2024年12月１日 至 2025年11月30日）

売上高（千円）

合成樹脂塗料 5,466,190

油性塗料 2,009

ラッカー 31,199

塗料希釈剤 303,846

関連製品 24,097

その他 105,151

顧客との契約から生じる収益 5,932,496

その他の収益 −

外部顧客への売上高 5,932,496

２．収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表（連結計算書類の作成の

ための基本となる重要な事項に関する注記等）４.会計方針に関する事項（5）重
要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
(１)顧客との契約から生じた債権の残高

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 2,522,117千円

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 2,586,779千円
(２)残存履行義務に配分した取引価格
当社グループにおいて、予想期間が１年を超える重要な取引はありません。

また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な
金額はありません。
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（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 3,350円03銭
１株当たり当期純利益 72円65銭

（重要な後発事象に関する注記）
（資本金の額の減少）

当社は、2026年１月14日開催の取締役会において、資本金の額の減少につい
て2026年２月20日開催予定の第111回定時株主総会に付議することを決議いた
しました。
１．減資の目的
当社の現在の事業規模を踏まえ、今後の財務内容の健全性の維持と資本政策の

柔軟性及び機動性を確保するため、会社法第447条第１項の規定に基づき、資本
金の額の減少を行うものであります。
２．減資の要領
(1) 減少する資本金の額

資本金の額500,000千円のうち、400,000千円を減少し、100,000千円とい
たします。

(2) 減資の方法
払戻を行わない無償減資とし、発行済株式総数の変更は行わず、減少する資

本金の額400,000千円の全額をその他資本剰余金へ振り替えることといたしま
す。

３．減資の日程
(1) 取締役会決議日 2026年１月14日
(2) 定時株主総会決議日 2026年２月20日（予定）
(3) 債権者異議申述公告日 2026年３月30日（予定）
(4) 債権者異議申述最終期日 2026年５月１日（予定）
(5) 減資の効力発生日 2026年６月１日（予定）

なお、記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（2024年12月１日から2025年11月30日まで） (単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資本準備金 資本剰余金

合 計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

当期首残高 500,000 41,095 41,095 83,904 200,000 1,735,205 2,019,109 △7,211 2,552,993

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △29,899 △29,899 △29,899

当 期 純 利 益 72,884 72,884 72,884

自己株式の取得 △158 △158

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 − − − − − 42,984 42,984 △158 42,826

当期末残高 500,000 41,095 41,095 83,904 200,000 1,778,189 2,062,094 △7,369 2,595,819

(単位：千円)
評価・換算差額等

純 資 産
合 計その他有

価証券評
価差額金

評価・換
算差額等
合 計

当期首残高 577,966 577,966 3,130,960

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △29,899

当 期 純 利 益 72,884

自己株式の取得 △158

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 98,145 98,145 98,145

当期変動額合計 98,145 98,145 140,972

当期末残高 676,112 676,112 3,271,932
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個 別 注 記 表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準および評価方法
（1）有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式および関連会社株式…移動平均法による原価法を採用しておりま
す。

その他有価証券
市場価格のない
株式等以外のも
の

………………時価法（評価差額は全部純資産直入法により
処理し、売却原価は移動平均法により算定）
を採用しております。

市場価格のない
株式等

………………移動平均法による原価法を採用しております。

（2）デリバティブの評価基準および評価方法
時価法を採用しております。

（3）棚卸資産の評価基準および評価方法
棚卸資産…………………………移動平均法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ３〜45年
機械及び装置 ８年
その他 ３〜15年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。ただし、自社利用のソフトウェアについては社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

（3）リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しておりま

す。

― 14 ―

2026年01月21日 16時32分 $FOLDER; 15ページ （Tess 1.50(64) 20250701_01）



３．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に基づ
き、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しております。

（2）退職給付引当金
使用人の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき当事業年度末において発生していると認められる額を計上しており
ます。
過去勤務費用については、その発生時における使用人の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（10年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における使用人の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞ
れ発生の翌事業年度より費用処理しております。

４．退職給付に係る会計処理
未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計算

書類における会計処理の方法と異なっております。
５．重要な収益及び費用の計上基準

当社は、塗料事業において顧客に対して塗料等を製造販売しており、顧客との
販売契約に基づき、商品又は製品を引き渡す義務を負っております。商品及び製
品の販売に係る収益は、約束した財が顧客に移転した時点で、顧客が当該財に対
する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることにより、当該財の
引渡時点で収益を認識しております。
ただし、商品又は製品の国内の販売において、出荷時から当該商品又は製品の

支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、重要性等に
関する代替的な取扱いを適用し、出荷時点で収益を認識しております。
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（会計方針の変更に関する注記）
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022
年10月28日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首か
ら適用しております。
法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正について

は、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税
効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2022年
10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(２)ただし書きに
定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による計算
書類への影響はありません。

（表示方法の変更に関する注記）
（損益計算書）
前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「固定資産除却

損」（前事業年度451千円）は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲
記しております。

（会計上の見積りに関する注記）
繰延税金資産の回収可能性
（１）当事業年度の計算書類に計上した金額

（千円）
当事業年度

繰延税金資産 −
（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結計算書類「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）」に記載した内
容と同一であります。
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（貸借対照表に関する注記）
１．関係会社に対する短期金銭債権 184,542千円

関係会社に対する短期金銭債務 7,320千円
２．有形固定資産の減価償却累計額 4,340,188千円
３．担保に供している資産

有 形 固 定 資 産 1,111,772千円
投 資 有 価 証 券 248,820千円

計 1,360,592千円

上記に係る債務の金額 1,977,551千円
４．保証債務

三井物産ケミカル株式会社の
売掛債権に対する保証額 17,927千円

５．期末日満期手形
期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をして

おります。なお、当事業年度の末日が金融機関の休日であったため、次の期末
日満期手形が期末残高に含まれております。

受 取 手 形 22,235千円
電 子 記 録 債 権 112,014千円
支 払 手 形 1,774千円
電 子 記 録 債 務 163,345千円
設備関係支払手形
（流動負債 その他） 7,150千円

設備関係電子記録債務
（流動負債 その他） 17,030千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

売 上 高 358,842千円
仕 入 高 等 24,916千円
営業取引以外の取引高 9,365千円
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（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末日における自己株式の種類および株式数

普通株式 3,431株

（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払費用 4,745千円
投資有価証券評価損 18,636千円
棚卸資産評価損 13,769千円
退職給付引当金 218,074千円
未払役員退職慰労金 3,414千円
その他 6,217千円
計 264,858千円

評価性引当額 △25,025千円
繰延税金資産合計 239,833千円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △286,252千円

繰延税金負債合計 △286,252千円
繰延税金資産（△負債）の純額 △46,419千円

２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年3月

31日に国会で成立したことに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度よ
り、「防衛特別法人税」が課されることとなりました。
これに伴い、2026年12月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる

一時差異に係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を
30.6％から31.5％に変更し計算しております。
この税率変更により、当事業年度の繰延税金負債の金額（繰延税金資産の金

額を控除した金額）は2,287千円増加し、法人税等調整額が5,891千円減少し、
その他有価証券評価差額金が8,178千円減少しております。
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（関連当事者との取引に関する注記）
子会社および関連会社等

(単位：千円)
属 性 会社等の名称 議決権等の

所有(被所有)割合
関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社 ダイヤス化成㈱ 所有
直接 100.00％

当社製品の販売
役員の兼任

塗料の販売 246,573 売 掛 金 115,069

関連会社 ㈱友進商会 所有
直接 31.25％

当社製品の販売
役員の兼任

塗料の販売 112,269 受取手形 55,396

（注） 各種塗料の販売については、価格その他取引条件は他の特約店と概ね同様の
条件によっております。

（収益認識に関する注記）
収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類「連結注記表（収益認識

に関する注記）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 3,283円20銭
１株当たり当期純利益 73円13銭

（重要な後発事象に関する注記）
連結計算書類「連結注記表 （重要な後発事象に関する注記）」に同一の内容を記

載しているため、注記を省略しております。

なお、記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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